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地域統合の経済学

- 静態的利益と動態的利益-

小島 清*

1.開題

1957年の ｢ローマ条約｣に基いて ｢欧州経済共同体-EEC-｣が58年に発足して以来,地域経済統

令 (regionaleconomicintegration)は一種の流行となり,1994年には重要なものだけでも34件に達 した

(1)｡経済統合の時代 (ageofintegration)であった｡だがこれから地域統合はどう進展するのであろ

うか｡そして世界秩序はどう変遷していくのであろうか｡

欧州の経済統合は,1968年に,域内関税を撤廃し,対域外共通関税を施行するという ｢関税同盟-

customsunio∩,CU-｣を完成した (当初のフランス,西 ドイツ,イタリー,ベルギー,オランダ,ル

クセンブルグの 6カ国)｡1965年から ｢欧州共同体- EuropeanCommunities- EC-｣と称すること

になった｡これが欧州統合の第 1段階であり,城内関税撤廃-域内貿易自由化という浅い統合 (shal-

lowintegration)を達成した｡

ところがもっと深い統合 (deeperintegration)(2)に進む必要が感じられた｡生産物 (商品)の自由

移動によってその単一市場化 (singlemarket)をはかるだけでなく,労働,資本,技術,企業,情報

といった生産要素の域内移動を自由化し,それらが均一の報酬 (能率差は考慮されるが)を得るよう

に生産要素市場をも単一化 ･統合化すべきである｡1993年に単一市場が実現し,｢欧州連合I Euro-

peanUnion,EU-｣となった (加盟国も15カ国に拡大 した)｡一般的にはこの段階まで達した場合を

｢共同市場- commonmarkets-｣と分類している｡

だが,実体経済の単一市場化を促進し実現するには通貨 ･金融政策の完全な一体化 (unification)

が不可欠である｡欧州中央銀行 (ECB)が共通通貨ユーロ (EURO)を発行するという完全な経済連

合 (completeeconomicunions)に1999年 1月から発足した (表 1の15カ国から,イギリス,デンマー

ク,スウェーデン,ギリシャを除く11カ国)｡そしてユーロ ･ランドとかユーロ通貨圏と称するよう

になった｡城内諸匡l間の為替相場は無くなるから,諸価格のユーロ表示による絶対比較が可能になる｡

各国の金融政策はECBによって統一的にコントロールされるわけである｡

こうして欧州は経済的には最も深い統合に到達し,一つの国民経済と同じようになり,政治統合を

残すだけになったのである｡

このような欧州経済統合の深化と拡大,とくに浅い統合から深い統合への進展がなぜ必要であった

かは究明に値する｡欧州経済統合の誕生に刺激されて,1960年代末にアジア,中南米,アフリカでい
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表 1 世界の主要な地域統合

名称 種類 設立年 主要参加国 .地域 人口 名目GNP
域内輸出(参加国 .地域数) (百万人)10億

ドル)比率(%)先 欧州 EU 欧州連合 58年 ベルギー,デンマーク,フランス,

370 7,577 61.668年 関税同盟 ドイツ,ギリシア,ア
イルランド, (6.6) (29.9)93年 単一市場 イタリア,ルクセンブルグ,オラン

ダ,ポル トガル,スペイン,イ

ギリ進 ス,スウェー
デン,オース トリア,フィンランド (15か国)

国 99年 ユーロ圏 上よりイギリス

,デンマーク,スウ間の エーデン,ギリシアを除く11か国EFTA

自由貿易協定 スイス,ノールウエー,アイスラン 11 386 0.8地域

欧州自由貿易連合 60年 ド,リヒテンシュタイン (4か国) (0.2) (1.

5)BEA 自由貿易協定 スイスを除くEU及びEFTA諸国 3

75 7,698 66.4統令 欧州経済領域 94年 (18か国) (6.7) (30.4)北 NAFrA 自由貿易協定
米乳 カナダ,メキシコ (3か国) 382 7,676 47.6栄 北米自由貿

易協定 94年 (6.8) (30.3)大洋州 CER 自由貿易
協定 オース トラリア,ニュージーランド 21 367 9.6オース トラリア .蒜 蒜 品芸 83年

(2か国) (0.4) (1.4)発展逮上国 ア AFTA

自由貿易協定 シンガポール,マレイシ

ア,インド 367 513 22.2ジ ASEAN自由貿易地 93年 ネシア,フィリピン,タイ,ブルネ (6.6) (2.0)ア 城 ィ,ヴイエ トナム (7か国)中 ALADⅠラテンアメリカ統合逮合 自由貿易協

定81年 メキシコ,コロンビア,ヴエネズエラ,アルゼンティン,ブラジル,チリ,

ペルー,パラグアイ,ウルグアイ,ポリヴイア,エクア ドル (11か国) (,諾7 1,435(5.7)

15.7メルコスール 91年 ブラジル,パラグアイ,ウルグアイ, 201

832 18.2間の 南 MERCOSUR南米共同市場 95年 関税同盟

アルゼンティン (4か国) (3.6) (3.3)

アンデス .グループ 91年 92年 コロンビア エクア ドル ヴエネズ 76 13

8 8.9地 栄 ANCOM 自由貿易協定 エ

ラ ボリヴイア (ペルー). (1.4) (0.5)城舵 アンデス
共同市場 95年 関税同盟 I(5か国)グループ3 自由貿易協定 メキシコ コロンビア ヴエネズエ

150 487 2.8令 G3 95年 Iラ (3か国) (2.7) (1.9)

CACM 91年 グアテマラ,ホンジュラス,エル . 29 33 14.4中米共

同市場 93年 関税同盟 サルヴアドル,ニカラグア,コス夕.リカ (5か国) (0.5) (

0.1)APEC 地域経済協力 ASEAN6か国,米臥 カナダ,日本,

2,103 14,286 76.8参照 アジア太平洋経済 89年 オース トラリア,ニュー .ジーラン (37●6) (56

●4'協力 ド,韓国,中臥 香港,台湾,メキシコ,チリ,パプア .ニュー .ギニ

ア (18か国 .地域)98年11月 ロシア,ヴェトナム,ペルーが加盟(21か国 .地域)

FTAA米州自由貿易圏構想 2005年までに交渉終了予定 キューバを除く米州 (34か国) 749(13.4) 8,811(34.
8)(注)人口,名目GNP,域内輸出比率は94年の数字,括弧内は対世界構成比 (%)を示す

｡アンデス ･グループの人口,名目GNP,域内輸出比率は5か国ベース,A
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くつかの開発途上国の地域統合が発足 した｡地域統合運動の第一回のブームである｡私のPAFTA

(太平洋自由貿易地域)提案 (1965)もこの頃であった○だがより重要な第二回ブームは,欧州の単

一市場化 (1993)の脅威に対抗すべ く,NAFTA (北米自由貿易協定)が1994年に発足したことであ

る｡米国 ･カナダという先進国にメキシコという開発途上国を加えた自由貿易協定 (PTA)であると

いう新しい実験だとも言える｡米国が近い将来 MERCOSUR (南米共同市場)をはじめ,他の中南米

統合体をも含め,巨大なFTAA (米州自由貿易圏)構想を実現することになるであろうか｡他方東ア

ジアではASEAN (東アジア諸国連合)が1967年にスタートしたが,迂余曲折を経てAPEC (アジア太

平洋経済協力,1989)に到達した｡先進国と開発途上国をともに含む,openregionalism (開かれた地

域主義)に立つ緩やかな話し合いの場 (forum)であるという特色をもつ｡WTO (世界貿易機関)と

同様,機能的 (functional)統合 (或いは marketdrivenintegration)であって,EUのような制度的

(institutional)統合にまでは達していない｡

さて本稿の主要関心事は,欧州経済統合の深化と拡大を参照にしながら,アジア太平洋の統合がい

かに進展して行くべきかを,主に理論的に検討してみることにある｡

先ず第2節では,ヴァイナ-の貿易創出効果対貿易転換効果という域内関税撤廃の静態的効果の判

定基準が検討される｡1950年に出されたこの古典的とも言うべき基準が今なお生きている｡城内関税

撤廃だけという浅い統合の,商品別の静態的効果に限られているという点に問題が残る｡二商品の一

般分析に拡大せねばならない｡けだしH国がⅩ財の生産を放棄し同盟国pからの輸入に転ずるのは,

もう一つの財Yについては逆にH国が輸出を増すことになるという生産順転換とそれに伴う貿易拡大

が見込まれるからである｡そういう生産転換に伴って規模経済などの動態的効果が得られる｡動態的

利益をこそ注目すべきだとする第 3節の議論が出て来た｡城内関税撤廃の静態的効果は大きくない｡

静態的効果だけをねらうのであれば,世界大の無差別な貿易自由化の方がはるかに望ましい｡

第3節では,経済統合の動態的効果は,EEC発足当時 ｢大市場の理論｣として議論されたものであ

るが,最近の内生的成長論が,｢学習効果プラス普及効果｣という ｢社会的規模経済の実現｣が統合

利益の源泉であることを明らかにしている｡この効果を示す生産関数と長期的平均費用曲線とが導き

出される｡これを使って,より大きな社会的規模経済の実現できる superiorな生産方式に移ることが

望ましいが,それは地域統合に基いて相互に市場を開放し合うことによって可能になる｡これが合意

的国際分業の利益である｡

第4節に入って,日本と東アジア経済の急成長の秘訣として雁行型経済発展論が取上げられる｡赤

松要博士が,1930年代央に創唱したこのモデルは後発国のキャッチアブ ･プロセスとして,資本蓄積

の進展につれ,産業の能率化と高度化の構造変動を順を追って敢行し,社会的規模経済を実現しなが

ら,急速な経済発展を成功させる｡それに開放経済化をとり入れると,雁行形態の国際的伝播が波及

することになる｡その利益は前と同じく社会的規模経済の実現にあるが,利益の程度は,各国が順を

追った工業化を進めることと,多国籍企業の直接投資を契機にして各国が生産方式の能率化をはかる

改革をどこまで行うかにかかるOより大きな利益を得るよう地域統合の深化を推進すべきであるO

第5節において,結論として,一つの政策提案に到達する｡静態的利益をねらう貿易 ･投資の自由

化を実現するためには,すべての国 (120カ国を上回る)が対等な立場で参加するwTOにおいて,自
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こうである(3)0

図 1のように,H-自国 (homecountry)と,p-経済統合の相手国 (pa血er)が関税同盟を結成す

るとし,W-爾余の域外世界諸国 (ROW)が存在するものとする｡或財 (Ⅹ財 とせよ)の生産費は

不変で,H国で35ドル,P国で26ドル,W国で20ドルであったとしよう｡二つのケースが考えられる｡

ケース Ⅰ (貿易創出効果のみ) 関税同盟結成前には,H国はこの財Xを保護の下で自己生産 し

ていたoそのために,対p匡l関税率 tpと,対W 匡l関税率 twとを一律に例えば100%という高い輸入禁

止的関税を課していた｡同盟前にはH匡帽 Ⅹ財についてゼロ輸入であった｡

さてこの時,H国とp国が関税同盟を結成 し,城内関税を撤廃する,つまりH国の対p国関税率 t｡

を Oにする｡P国からの輸入が開始される (新たに貿易が創出 createされる)｡これを ｢貿易創出効

果｣とヴァイナ- (viner1950)が名づけた｡保護による無貿易の状態にくらべこれだけ貿易自由化

が進んだことになる｡それ故,｢貿易創出効果｣は世界貿易を部分的にせよ拡大するプラスの貢献が

あると評価される｡対W輸入は,これまでの tw-100%の関税率 (或いはそれより低 くてもよい-

P国の26ドルでの生産がW国の20ドルでの輸出に庄倒 されない範囲内つまり30%以上の関税率- )

を関税同盟共通関税 として維持する限り,依然としてゼロにとどまる｡したがって上の貿易創出量は

世界全体としてもネットの貿易拡大となるのである｡

H国にとっては貿易自由化の利益がもたらされる｡不変生産費の仮定の下では,H国のこのⅩ財の

生産は止められ,35ドルで国内生産 していたものがp国からの26ドルでの輸入に置き代えられる｡入

手価格が低廉化するから,H国の購買量-消費量は同盟結成前よりも増加する｡同盟結成前にくらべ

｢Ⅹ財 (輸入可能財)をより安い価格でより沢山入手できるようになる｣｡これがヴァナ-の単純な貿

易利益の尺度である｡これは ｢輸入がゲインだ｣とする古典派経済学と同じである｡

ケースⅡ (貿易転換 と貿易創出が同時に起る場合) 今度は,同盟結成前にH国はⅩ財を生産せ

ず自由貿易の立場をとり,tpも twもゼロ (ない しごく低い関税)で,Ⅹ財 を輸入 していたとする｡

それは当然最低コス ト供給源であるW国から20ドルで輸入していた0H国がp国と同盟を結成すると

しよう｡共通関税 (既述のように30%以上)を設け対W国輸入を遮断することになる｡これを ｢貿

易転換効果｣と呼んだ｡W 国からの競争を遮断することによって,域内関税を撤廃する (tp- 0にす

る)｡同盟国pからの26ドルでの輸入が始まり増えることになる｡これはケース Ⅰの貿易創出効果で

ある｡

貿易転換効果 (実は対域外貿易遮断効果)は世界貿易をそれだけ非自由化させその量を減らすとい

うマイナスの貢献になる｡またより高い供給源へ移るという世界資源のより非効率な活用に陥る｡H

国にとっては,Ⅹ財の輸入価格が対W輸入の20ドルから対P輸入の26ドルに高まり,購買量-消費量

も減少することになる｡貿易利益の減少を来たす｡

対p国貿易創出は逆にプラスの効果をもつわけであるから,両者を比較 し,貿易創出効果の方が貿

易転換効果より大きい場合にのみ,関税同盟結成を支持 しうるというのがヴァイナ-の基準となるの

である｡

このヴァイナ-基準は単純にして明解である｡貿易創出の利益は,35ドルのf]国での生産から,そ

れより安い (比較優位にある)26ドルでのP国の生産に転換 したからである｡割高な供給源から割安
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図 2 経済統合効果 :需要説
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q3 q4 数量な供給源への転換を ｢順転換｣(advantageoustransfomationo

fproduction)と呼ぼう｡これが貿易利益の源泉になる｡これと逆に貿易転換の損失は,

20ドルのW国での生産から,それより高い (W国に村して比較劣位にある)26ドルでのP国の生産に転換したから

であるOこれを ｢逆転換｣(disadvanta-geous(Orreverse)transformationofproduction

)と呼ぼう｡ヴァイナ一 ･モデルがこのように,貿易利益の供給側からの把握 (supplyorientedapproach)であることに注意しておきたい｡

(次を参照,小島･清1

998C,1999a)｡(関矧司盟の厚生効果)ヴァイナ一 ･モデルは単純にすぎ,貿易利

益の判定基準としては不十分であるとの批判が,新古典派の需要説 (demandoriented叩prOaCh)から出された (Lipsey1957

,1960;Meade1956)｡社会的効用(ないし厚生)- communityutilityorwelfar

e- の観点から貿易利益を把握すべきであるとするのである｡やや複雑になるが,エルアグラ- (AliM.E1-Agra

a,1997,p.36)も用いているのであるが,CooperandMassell(1965

)の図を借用して解明してみよう｡図2がそれである｡この図 2は,自国Hの或る財Xの生産,需

要,輸入の関数を示したものである｡右下りの DH曲線がH国の需要を示すD右上りの SH曲線はH国の国

内生産僕給を示すoR点から始まる SH.P曲線はp国からの輸入を国内生産に追加したもので,両曲線の
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人を含む供給曲線は,BRGといった祈れ線になる｡p国がH国にこのⅩ財を輸出できるのは,村H競

争優位 (competitiveadvantage)をもっているからである｡(ここで一財分析の場合には,比較優位で

なく,競争優位という表現を用いることにする｡)もうーっ下方にある Sw水平線は,W国の輸出供

給を示す｡W という爾余の世界は供給力が大きくコンスタントな価格で輸出を増すことができる

(供給の価格弾力性は∞)と仮定するのである｡W国はⅩ財の生産においてH国に対 してはいうまで

もなくp国に対しても競争優位を持っている｡

ケースⅠ (貿易創出のみ) 関税同盟結成前においては,H国は一律の輸入禁止的高関税を課し

ていたとする○無関税ならoAの価格で最低廉供給源たるW国からAQ- Oq｡量を輸入できる (自由

貿易輸入)のであるが,これに th (H国の一律関税率)-AD/OA (或いはそれ以上の率)の関税を

課し,輸入をW匡悼 らもp国からも遮断し自給していた｡つまり貿易 (輸入)はゼロであった.この

時,H国とp国が関税同盟を結成し,両匡l間の域内関税を撤廃 したとしよう｡H国のⅩ財についての

需要と供給はG点で均衡する｡H国の価格はoDからocへ低下する｡この価格低下につれ,需要量は

IG - q2q3量だけ増す｡したがってヴァイナ-的貿易利益尺度で見れば,このように輸入可能財Ⅹが

より低廉により沢山入手できるようになることが貿易創出効果なのである｡だが厚生基準を採る新古

典派の学者は,面積DCGEというマーシャルの消費者余剰 (consumer'ssurplus)をこのケースにおけ

るプラスの貿易利益 (ただし統合効果の一部にすぎないが)であると評価する｡

H国の生産側に変化が起っている.同盟結成前にはDE- Oq2量を生産していたものが,価格低落

につれCJ-Oqlに,JI-qlq2だけ生産量が縮小されるOこの減産量と先の需要増加量の合計たるJG

-qlq3量がp国から輸入されることになるのである｡

面積DCJEをマーシャルの生産者余剰 (producer'ssurplus)の減少-貿易利益の減少と評価する向き

もあろう｡この生産者余剰の減少を先の消費者余剰の増加から差引いたものを,ネットの統合利益だ

と計算すると,それはα-三角形 EJIプラスβ-三角形 EIGつまり三角形 EJG となる｡これは関税

賦課に伴い発生する deadweightloss(死重)と同じ性質のものであり,関税撤廃 (或いは引下げ)に

伴うdeadweightgainと名づけておこう｡これが貿易創出厚生利益である｡(なおわれわれの解明方法

によると,めんどうな関税収入を取扱わないですむようになっている｡)

ケースⅡ (貿易転換と貿易創出が同時に起る場合) 今度は,今までH国は一律無関税でⅩ財を

自由輸入していた｡oAなる価格で AQ - Oq4量をW国から輸入していた｡このH国がp国と関税同

盟を結成する｡対域外共通関税を課して対W輸入を遮断せねばならないoOq4量の域外からの輸入が

ゼロになる｡そういう貿易転換効果が生ずる｡他方城内関税は撤廃されるから,ocなる価格で JG

-qlq3量を同盟相手国pから輸入するという,既述の貿易創出効果が生ずるのである｡

このケースⅢでは,貿易転換と貿易創出との (Ⅹ財についての)H国の厚生効果を比較してみるこ

とができる｡貿易創出の厚生効果は三角形 EJI+三角形 EIG -三角形 EJGであった｡貿易転換の厚

生効果はどれだけであろうか｡初期には無関税自由輸入によって,均衡点Eの自給自足状態にくらべ,

面積DA(〕Eだけの消費者余剰の増加を享受していた｡しかしこの利益は,DE- Oq2量の生産を放棄

すること,したがって三角形DBEなる生産者余剰を犠牲にすることで獲得されていた｡そこで,潤

費者余剰の増加分から生産者余剰の減少分を差引くと,面積 EBAL+三角形 EL(〕-面積 EBA()が貿
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易転換の厚生損失ということになる｡

かかる貿易転換による厚生損失は,図2に示したような場合には,先の貿易創出の厚生利益にくら

べ,きわめて大きい.逆に言えば,グローバルな自由貿易の方が関税同盟よりはるかに利益が大きい

ことを意味する (CooperandMassell,1965参照)｡ただし図示の場合とは,域内国 (Hとp)の生産費

にくらべ,域外W国の競争優位がきわめて大きく,高率の対外共通関税を必要とする場合である｡

(直接的静態的利益)

図 2の三角形EJGは,域内関税の撤廃と言う変化だけに基づく貿易創出の厚生利益である｡これを

直接的静態的効果という｡それは多数の商品 (およびサービス)の域内相互輸入の数量増加と価格低

下の大きさがわかれば,両者の積の1/2として計測できる (三角形の面積であるから)｡EECの初期

(1958-68年)については,この直接的静態的利益は余 り大きくないと計測された (例えば Balassa,

1967:最近の計測については田中薫香,1991第 1章)0

貿易創出つまり域内貿易の拡大は,域外貿易転換を誘発する場合 (ケースⅡ)とそうでない場合

(ケース Ⅰ)とがある｡実際には,欧州の関税同盟参加諸国の域外輸入は減少 した商品も若干ある

(それがEEC対米国の貿易摩擦を呼び起した)が,合計としては増加した｡同盟結成前の関税率より

も対域外共通関税の方が低くなった国の商品もあるからであろう｡それよりも,EECの急速な成長に

伴い輸入需要が所得効果的に増加した分が多いのである｡いずれにしても,全体として貿易転換効果

は生じなかった｡

したがって関税同盟EECはヴァイナ-の基準に合格する｡域内の貿易自由化と貿易拡大を促進し,

その厚生を向上させ,それだけ世界の貿易自由化,貿易拡大に貢献したことになる｡域内はゼロ関税

だが城外には共通関税を課すという差別待遇の問題 (無差別原則のGATT/WTOに違反する)が残

る｡城内を差別的に優遇する (特恵する)ことにより,特別の統合利益を生み出すためである｡だが

その利益が貿易創出の厚生効果だけであるとすると,それは小さすぎる｡経済統合のもっと多面的な

利益,とくに動態的利益が解明されねばならない｡他方貿易転換効果は動態的効果などを生む契機に

なるが,それ自体の静態的効果は大きくないのである｡

(一般均衡分析)

これまでのヴァイナ一 ･モデルや図 2のモデルは輸入国HのⅩ財についての部分均衡分析であった｡

もう一つの財Yをとり入れた一般均衡分析に拡張しなければならないOまた同盟相手国pへの効果も

考察できる二国二財モデルにしなければならない｡

先ず図 2における変化は,三角形EJGなる厚生利益が生ずることだけではない｡H国ではⅩ財の生

産をDE- Oq2量からcJ- Oq.量に縮小せねばならない (不変生産費のヴァイナ一 ･モデルでは,

生産を完全に放棄せねばならない)O面積DCJEなる生産者余剰が減少するだけではない｡面積 Jq.q2E

なる報酬を得ていた生産要素 (労働だけとしてもよい)がこのⅩ産業から放出されることになる｡こ

のような犠牲 (失業の可能性)が生ずるにもかかわらず,なぜ同盟国Pからの無関税輸入にH国は踏

み切るのであろうか｡

H国が比較優位をもち輸出可能なもう一つの財Yがあり,Y財の輸出向け生産拡大が,x産業から

放出される労働を全部吸収すると仮定しているからである｡のみならず,Ⅹ財の生産を減らしY財の
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図3 経済統合効果 :ヴァイナ一 ･モデル
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するとY財をH国からp国へ輸出することになる (Ⅹ財とは逆に)｡

そこで先ずⅩ財についての両国々内市場と匡l際市場を図4のように措いてみよう｡そのパネル (イ)

のH同市場は前の図2と全く同じである｡価格がODであると超過需要はゼロであり,価格がocまで

下落するとJG量の超過需要が発生する｡こういう超過需要-輸入曲線をパネル (ロ)の国際市場に

D′MH線として示す｡次にパネル (ハ)のP国市場であるが,超過供給-輸出曲線が求まり,それを

パネル (ロ)にd′xp線として示すDH国の輸入とp国の輸出とがQ点で均衡するわけである｡(なお

図2のRG線はこのd′xp線をsll線に追加したものであるO)

既述のごとく,H国はⅩ財輸入によって,Ⅹ財をより安 くより沢山入手できることになった｡それ

により図2の三角形EJGという厚生向上が得られた｡その原因が図4で明らかになる｡図4で両国の

需要曲線 (DHとDp)の包配 (或いは価格弾力性)は同一であると仮定して措いてある(4)｡したがっ

て両国の需要ビヘイビアの差が原因になるとは言えない｡しかしP国のⅩ財生産がH国にくらべ比較

優位を持っていると仮定した｡ここで比較優位 (既述したことだが,図4のようにすべての市場で同

一通貨単位で価格が示されている場合には競争優位 (competitiveadvantage)と言ってもよい)とい

うのは,各国の自給自足状態におけるP国の価格odがH国のそれODより低 く,かつP国の供給曲線

Spの包配がIIJ司のそれたる sHより緩やかでより弾力的であるとしたのである｡その結果,H国での

sH線に沿っての生産縮小量JI- QlqZよりも,p国での Sp線に沿っての生産拡大量 ij-q2qlの方が

大きくなった (価格変化率はP国の方が小さいにもかかわらず)｡つまりⅩ財生産のH国からp国-の

転換により,H国でⅩ財を直接生産していた労働量でもって,貿易 (輸入)によると,より多くの量

をより低廉に入手できるようになった,すなわち労働の能率が高まった (技術進歩と同様に)ことに

なるのである｡これを ｢国際的順転換｣と称したい｡それが比較生産費に沿った貿易から得られる利

益の源泉に他ならないのである｡

同様なことが,H国が輸出するY財について起り,今度は上述と同じ輸入の利益がp国に帰するこ

とになる｡それを図示するには,図 4のパネル (イ)の下側に,パネル (ハ)の添字pをHに書きか

えたものを持ってくる｡またパわ レ (ハ)の下側に,パネル (イ)の添字Hをpと書き代えたものを

置くとよい｡そうした上でH国の上下のパネルを比較すると,国際的順転換とは,比較劣位のⅩ財の

生産を減らし,比較優位のY財の生産を増やすという,国内的順転換であることが明らかになる｡た

だし,Ⅹ財とY財では単位価格やコストの高さが異なるから,比較優位 (或いは劣位)はあくまで二

国二財の比較優位フォーミュラに基いて判断されねばならない｡とまれ国際的であれ国内的であれ,

順転換でなければならか ､ことがポイントである0

3.経済統合の動態的効果

1958年のEECの発足にあたって,域内関税撤廃の直接的静態的利益だけでなく,動態的な大きな効

果に注目すべきであるとして･ドウニヨー (J･F･Deniau,1960)やシトウスキー (T.Scito,sky,1958)

により ｢大市場の理論｣が唱導された｡それは,域内関税撤廃 (経済統合)による市場の拡大-競争

の激化-大量生産方式への転換 (およびその他の合理化)-コス ト低下-大衆の大量消費 (市場の拡

大)-競争のいっそうの激化--というダイナミックな拡張的良循環が生 じるとするものである｡ス
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ミス (AdamSmith,1776)が,分業は生産効率を高めるが,分業の程度は市場の大きさに左右される,

と述べたことを想起させる｡最近の内生的成長論の ｢社会的規模経済の利益｣という命題を借 りて,

統合の動態的効果を究明する道具を検討しておこう｡

(社会的規模経済)

問題は225年も昔の AdamSmith『国富論』(1776)におけるピン製造業の例にさかのぼる｡分業は

従事する労働者の生産能率を高めるが,その分業の程度 (深度)は市場 (需要)の範囲に依存する｡

市場の拡大につれ,分業の工程を細分したり,各工程においてより便利な道具をより多く使うように

なる｡経験を積むにつれ労働者の技能 (skill)は改善され生産性は高まる｡これは知識 (knowledge)

の創造でありその蓄積である｡市場がさらに拡大し工場数が増やされるとき,この知識は無償で他の

工場にも普及する｡こうして社会全体として規模の経済 (economiesofscale)が獲得されることにな

るのである｡AlfredMarshall(1920)はかかる新知識は産業 (社会)にとっては内部経済だが所属する

各企業にとっては外部経済 (extemaleconomies)であるとしたのである｡そうであると完全競争条件

に違反しないことになる｡

内生的経済成長論は,たとえば BarroandSala-i-Martin(1995)によれば,この社会的規模経済を

｢学習効果プラス普及効果 :leamingbydoingandspill10Vereffect｣として以下のように解明している｡

(生産関数)

国民所得或いは国民総生産 (GNP)という-財を生産する関数を次のようにきめる｡

Y(t)-F[K(t),L(t),り (1･1)

ここでY(t)は t期の産出量,K(t)は資本投入量,L(t)は労働投入量,そして時間 tは技術進歩の効果を

示すものとする｡しばらく (1･1)式の技術進歩を無視すると,

7-F (K,L) (1･2)

という新古典派生産関数になる｡資本,労働それぞれの限界生産物 (或は限界生産力)は正,しかし

限界生産物は逓減するO規模に関して収穫はコンスタント (constantretumstoscale)とするO

すなわち

F(lK,lL)ニス･F(K･L) すべてl>0

(1･2式)から次が求まる｡

Y-F(K,L)-L･F(K/L,1)=L･f(k)

ただしk≡K/Lは資本労働投入比率 (或は労働一人当り資本装備率)である｡y≡ Y/L (一人当り産

出量)とおけば,生産関数は,

y= f(k) (1･3)

と要約できる｡

さて資本ストックの増分kは一期間の投資(Ⅰ)から減価償却 (その率が8)分を差し引いたものにな

る｡

k -Ⅰ- 8K-S･F(K,L,t)-3K

ただLsは貯蓄率であり,貯蓄額がすべて投資されるものと仮定する｡

(1･4)式の両辺をLで割ると,

(1･4)
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図5

o k(0) k*knJ- S ･f(

k)-8k (1･5)となる｡k-一旦些生し-knJ-nkなる関係を使って上の (115)

式を書き直すと,dt k- S･f(k)-(n+8)･k

(1･6)ただしn-in.は労働 (人口)増加率である｡均衡定常値 (添字*で示す

)は次のように決まるQs･f(k*)- (n+8)･k*

(l･7)図 5を見よう｡横軸はk-資本装備率,縦軸はy-Y/L-一人当り産出量である

｡f(k)は生産関数(1･3)式であり,総産出量がkの増加につれ逓減率で増加することを示す｡資本

の平均生産力 (Y/K)はたとえば直線oeの勾配である｡次に S･f(k)は投資(Ⅰ)曲線である｡したがってf(k)曲

線とS･f(k)曲線の差額 (垂直距離)が一人当り消費(C)を示すことになる｡人口増加率nと減

価償却率∂ (ともにコンスタントとする)に対応する資本量(n+♂)･kは当然必要とされる｡それが

原点からの直線(n+8)･kで示される｡ S.(f)k曲線が(n+8)･k直線を上回る限り投資は余剰

を生むので増加し続けられ,kが高まる｡そして両線が交わるe点で定常値

k*に達するのである｡さて図 5の諸変数をkで割ると,図 6のように描き直せる｡ S･f(kl)n'曲

線は,投資の平均生産物(カ)が逓減すること,したがって有効減価率 n+8と一致するel点で定常値

kl*なる一定値に収赦する (また経済全体の成長率が一定値になる)ことを示す｡これが

新古典派の命題である｡ところがいま後に説明する学習効果によって投資の平均生産力が向上しS･f(良,)/k
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図 6

f(k2)n'曲線へと関数のシフトアブが生じたとしよう｡こ
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となる｡所与のkにおいて,資本の平均生産力 F[k,A(t)]/kはオーバータイムに増加する｡けだし

A(t)はxなる率で増加しつづけるからである.これが図 6において,S･f(kl)A(曲線からS･f(k2)A(曲

線へ右方にシフトアブさせたのである｡

さて,(1･8)式にもどって,第 1に,各企業の投資には学習効果が生ずるものとする｡つまり企業

の資本ス トックが増加すると,技術知識 Alの平行的が 曽加が生ずるとする｡生産経験を積むほどよ

り能率的な技能を身につけるのである｡それは人的資本 (humancapital)の蓄積だと言ってよい｡ま

たパテントが増加するのはその一つの証拠である｡

第 2に,各企業の技術知識は公共財 (publicgood)であって,他の企業はゼロコストで利用できる

ものとする｡つまり一たん開発されると技術知識は仝経済に普及する｡各企業の技術変化 Alは,経

済全体の学習効果したがって総資本ス トックの変化 kに比例するのであるOこれが ｢社会的規模経

済｣の実現と称すべき効果である｡

(1･8)式のAlの代 りにKとおくと,

Yi-F(Kl,K･L.) (1･10)

となる｡各企業が資本 Kiを増し,その合計として仝経済の資本Kが増加するわけであるが,その間

に技術知識の普及の便益によってすべての企業の生産力が上昇するのである｡これが学習効果と普及

効果の合計を示すわけである｡技術知識の蓄積と普及 (Kの増加)によって経済全体の平均生産力

f(k)佃 が高まることは,社会的規模経済の実現だと解してよい｡また,Kの増加は,マーシャル流に

言うと,各企業にとっては外部経済効果だと見てよいのである(5)0

(サンクコス ト･モデル)

上述のような生産関数を基礎にして,コス ト関数を求めてみよう｡以下のような ｢最小最適規模

(MinimumOptimalScale:MOS)付きsunk-costモデル｣を用いる (次を参照 :小島清,1994,p.211ff.)0

総費用TC-C(x)-

(ただLa,b,x*-constant)

a+b･x ifx≦x*

(a/x*+b)xifx>Ⅹ*

平均費用AC-C(x)/x-
a/x+b ifx≦x*

a/x*+b ifx>x*

(2･1)

(2･2)

ここでxは生産量,aは生産量のいかんにかかわらず一定額を要する創設固定費用 (fixedcost)であ

り埋没費用 (sunkcost)と呼ばれる｡bは生産量に比例 して繰返し必要となる産出物単位当り可変費

用 (variablecost)である｡また,x串は最小最適規模 (MOS)である｡生産量Xが x*に達するまでは

技術的規模経済が働き,産出物単位当り固定投資費用たる a/xはxの増加につれ逓減する｡Ⅹ*量で規

模経済は実現されつくし,最小の単位コス トになる｡x*量に達した時に,固定投資費用たるaはすべ

て減価償却されるとすれば,a/x*- oとなり,従って x*に達した時の平均費用は a/x*+b- 0+b

となるのである(6)0 b-constantとするから,x*点以降は水平線になる｡

図 7を見ようo αという生産方式と,それよりMOSの大きい superiorなβという生産方式による

平均費用曲線を描いているのであるが,先ず｡,βの添字を無視 して説明しよう｡A-S-A′なる折

れ線が平均費用曲線である｡S点をスケール ･ポイントと呼ぶが,そこまで技術的規模経済が働らき,
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Aβ′

図 7

~~ー-一･一._
LAC

o xα* xo平均費用a/x十bが逓減する｡その点で減価償却済みとなり,a/x*-Oになる｡

その時の生産量x*が最小最適規模であり,コストは最小になる｡それは S-A′線というコンスタン

トな可変費用bの高さとなる｡それは限界費用 (MC)でもある｡したがって S-A′線上で需要曲線

が交わって価格が決まるならば,完全競争の条件を

満たすことになる｡さて, α-生産方式にくらべβ-生産方式は,最小最適生産規模が xα*からxβ*

へ大きくなり,かつ平均生産費が bαからbβへ低下するのであるから,それはより大きな規模経済の得られ

る優越 (supe-rior)生産方式である｡各企業の｡一生産方式からβ一生産方式への転換は学習効

果+普及効果によって,企業にとっては外部経済として実現

されるわけである｡S｡とか Sβというスケールポイントを連ねると,その軌跡 (或いは envelope)とし

てLAC (長期平均費用)曲線が求まるOこれは産業 (或いは社会)としては,社会的規模経済が

内部経済として獲得されて,長期的逓減費用が実現されること

を示すわけである｡AαS｡Aα′線にAβSβAβ′線が交わるe点が求められる｡e点をα一生産方式から

β一生産方式へ移るのが有利となる転換点と呼ぶ (その時の生産量が xoである)｡図 7に需要曲線を

追加するとき,需要量がe点よりも少い間はα一生産方式による方が低費用になり,e点を越えるとβ

一生産方式による方が低廉に供給できるからである｡どちらの生産方式を採用するかは,市場 (需要)の大きさに左右

されるのである

｡(分業の利益)図 8を見よう｡そのLAC曲線は図 7で求めたもので,Ⅹ財についてのH国とp国に共通な長期平均



小島清 :地域統合の経済学

AC

図 8

費
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場でも, αというinferiorな生産方式で生産 していたとしよう○このときH車種は全部第 1工場で,

P車種はすべて第 2工場で特化生産するようにすれば,superiorなβ生産方式を両工場でともに採用

することができるようになるのである｡この際第 1工場は日本,第2工場は中国というように違った

国に立地させることもできる｡

タイプの違う部品ごとに,最小最適規模生産を達成するように,いくつかの国に立地するのも同様

である｡またoEM (相手企業のブランド名による受託生産)を相互にやることは合意分業に他なら

ない｡多種多様な企業の国際提携のねらいの一つもこの点にある｡

その他いろいろな方法を用いて多国籍企業 (MNC)が,リージョナルに,或いはグローバルに進

出して,ホスト国で社会的規模経済を国際的 ･累積的に実現させていった｡それが地域統合の強力な

担い手になった｡このことを以下で解明したい｡

4.雁行型経済発展論

戦後1950年代,60年代の日本経済の急速な復興発展は,雁行型経済発展論 (theflying-geesepattern

ofdevelopment)に従ったからである｡また日本に続く東アジア経済の奇跡的高度成長は,日本の雁

行型発展が成功裡に国際伝播 したからであると,雁行形態論が高く評価され,世界的に有名になった

(8)｡雁行型経済発展の赤松 ･小島モデルのエッセンスを要約してみたい｡だが1997年7月の東アジア

の通貨 ･金融危機以来,雁行形態論は手ひどい批判を受けている｡これに対し答えるべく雁行形態論

を今後補強すべき点を若干指摘しておきたい｡

(生産の能率化と多様化)

わが恩師赤松 要博士 (赤松 要 1974,p.165ff.)が1935年に創唱された雁行型経済発展には,塞

本型,変型,および国際伝播の三つの局面がある(9)｡

後発工業化国が新産業を創設し,生産を拡大し,輸出できるように成長させるためには図9に示し

たようなプロセスを経る｡対象産業をⅩ財 (たとえば綿工業)としよう｡明治初期の日本のように,

工場生産の優れた綿製品が輸入される (Mカーブ)0 t2時点のように,輸入が相当な量に達し,した

がって国内に需要が十分に植えつけられ,その量が国内生産に踏み切っても引き合うという最小最適

規模 (MOS)に達すると国内生産が開始される (pカーブ)｡これが新産業xの創設であるが,創設

のためには,十分な需要拡大の見通しがあること,優れた外国技術の導入,この生産に適した労働力,

電力その他のインフラストラクチュアが必要である｡最近のような後発国への外国直接投資の導入が

新産業の創設を容易にすることは言うまでもない｡

資本蓄積が進み,需要と生産がさらに拡大されるにつれ,ここに一つのⅩ産業における構造変動が

起る｡図 6で解明した能率化構造変動であるO即ち,図 6において,創設時の生産方式 S･f(kl)A(曲

線から,より能率的な superiorな生産方式 S･f(k2)n'曲線への生産関数の改善がもたらされるQ学習

効果プラス普及効果により社会的規模経済が実現し,経済成長が促進されるのである｡

この能率化構造変動によって,図7のように,最小最適規模 (MOS)はxα*からxβ*へ拡大し,辛

均コス トはbαからbβへ低下する｡bβが世界価格を下回るようになれば,図 8のように,輸出が可能

になり,それがいっそう需要と生産の規模を拡大することになる｡この輸出拡大が図 9では t3点か
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図9

0 tl t2

ら始まるX (輸出)カーブで示されているoそれは下降するMカーブをやがて上回り,出超を生むよ

うに進展する｡

以上がM (輸入)-p (生産)-x(輸出)という三つのカーブが次つぎに生起する雁行形態の基

本型であり,輸入代替から始まり輸出にまで進出していく後発工業化国の先進国へのキャッチアップ

のプロセスに他ならないのである｡

他方以上のような能率化プロセスが,繊維産業から重化学工業に,さらにハイテク機械産業にとい

うより資本 ･知識集約的な産業へ多様化し高度化するように,順次繰り返される｡或いは消費財から

資本財に向って,また租製品から精製品に向って,時間的遅れを伴いつつ推進される｡赤松博士はこ

れを雁行的発展の変型ないし副次型と名づけられた｡その内容をとって私は ｢産業構造の高度化的雁

行形態｣と呼ぶことにしたい｡

図6をもう一度振りかえって見よう｡その二本の生産関数は或る財Ⅹの二種の生産方式を示すもの

としてきた｡だが,今度はS･f(kl)A(は第 1財 (x財)の生産関数を,またS･f(k2)化は第2財 (Y財)

の生産関数を示すと解釈しよう｡ただしY財の方がより資本集約的な生産方式を必要とする (k.*<

k2*)と仮定しているのであるO

経済全体の資本/労働既存度 (-Kl/i:1)がx財の定常資本装備率 (kl*)に等しくなるならば,図

6のel点で,仝資源 (生産要素)をⅩ財だけの生産に投入する (完全特化)ことが資源の最適の活用

になる｡Ⅹ財の最低コストでの極大生産が得られる｡他財の生産がゼロであるから,Ⅹ財生産が比較

優位産業になり,輸出される｡

資本蓄積が進み,経済全体の rK/i)が高まるにつれ,k.*よりもより資本集約的な,より高級

な財,Y財の生産に次第に資源を配分することが可能になる｡第 2期に(-K2/i2)-k2*に達するとx

財生産を止め,Y財の特化生産に移ることが,資源の最善利用になる｡Y財生産が比較優位をもつ輸
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出産業になる｡これが高度化構造変動であるo先の能率化構造変動と同様に,資源生産性の効率向上,

社会的規模経済の実現という順転換をもたらすのである (資源配分については他の説明方法もある)｡

一方,新産業を追加して産業構造を多様化し高度化する (高度化構造変動)にも,他方新産業を能

率化し輸出競争力をもつように育成する (能率化構造変動)にも,ともに資本蓄積を必要とするO資

本蓄積のスピードに大きく左右されるが,一つの花形産業の創設と能率化とには,20-30年を要する｡

それをなしとげると経済発展段階を一段階昇りつめたことになる｡そこで次のより高度な新産業へ移

るための構造変動が必要となってくる｡こうして高度化と能率化の構造変動を,順を追って,ステッ

プ ･バイ ･ステップに,常に資源活用の順転換になるように,積み上げて行 くことを勧めるのが,雁

行型経済発展論に他ならないのである｡

新産業を起すには最小最適規模生産を吸収する程の需要が保証されねばならない｡最小最適規模の

企業が一つでは独占に陥る｡相当数のそういう企業が起って競争する体制が必要である｡図9の雁行

形態基本図では,輸入が国内需要を十分に喚起することを期待 したO国民の代表的需要が大規模生産

を有利とし輸出産業にまで成長するとのリンダ- (1961,訳1964)の説もある｡代表的需要は国民の

所得水準の向上につれ多様化し高級化していく｡それを素早く満たすよう新生産を最小最適規模で起

していくことが企業にとって有利なことである｡だが国内需要に局限されることなく,海外市場を開

拓できるならば,より大きな最小最適規模に構造転換 しうることになる｡ここに雁行塾経済発展を海

外にまで延長することによって,いっそう大きな社会的規模経済を実現しうるという,雁行形態の国

際的伝播という第三の局面に到達するのである｡

より手のこんだ高次の産業に高度化するためには,資本蓄積が不可欠だがそれだけでは十分でない｡

知識 ･技術のストックの拡充が要る｡教育の充実により,労働者 ･技術者 ･経営者の能力を高めねば

ならない (人的資本の蓄積)｡金融 ･流通機構の整備,運輸,通信,電力などの物的インフラ (基礎

構築)の充実｡さらには法制度,議会制度,市場機構,文化,モラルなどの近代化も要る｡発展段階

のステップアブとはこれらすべてのことの改革 (reform)を意味する｡地域統合を契機に,これら生

産諸条件のうち足 りないものを,外国直接投資を導入して補い,さらに改革を敢行して,開発途上国

の発展を一挙に促進することができるかもしれない｡それが追跡者の立場から雁行型発展に期待する

ものなのである｡

(雁行形態の国際的伝播)

後続の東アジア諸国が先導国日本にならってそれぞれ資本蓄積を進めると,x産業が先ず後続国A

で起こり,次いでB,C,-国に波及していく｡Y,Z,-産業についても同じ波及が時期をへだて

て起こってくる｡そうするとⅩ財の生産 ･輸出のカーブが,A,B,C,-国というように順次世界市

場に登場してくる (Y,Z,-財についても同様)｡これが国際伝播という第三局面の雁行形態である｡

上のプロセスを各国の資本蓄積に待つだけでなく先導国からの直接投資によって始動させ補強して

いくというのが ｢直接投資主導型経済成長 二DFLledgrowth｣にほかならない｡ただし直接投資DFI

は先導国が比較劣位化 して来た産業から進出し,当該産業を受資国の強い競争力をもつ比較優位産

業 ･輸出産業に育て上げるのでなければならない｡これを ｢順貿易志向的直接投資 :pro-tradeorient-

ed(PROT-)DFI｣と言う (小島清1994,p.237を参照)｡そうであると,投資国と受資国の双方で,産
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業構造の高度化と比較優位産業拡大の動態的貿易利益との相乗効果が得られる｡既述の社会的規模経

済の実現である｡この点が小島モデルの核心をなしているOさらに直接投資の各受資国での順次的高

度化と,各産業別に見た場合の投資先の広域化とは ｢直接投資前線の拡延｣をもたらすのである (小

島清 1996,p.282fr.)｡

Ethiel･(1998)は多国籍企業 (MNC)による直接投資主導成長が,地域経済統合の深化と地域全体の

成長を促進することを示す優れたモデルを提供した｡その利益の源泉は私の言う ｢社会的規模経済の

実現｣にある｡その程度は直接投資を契機にして行うホスト国の ｢改革｣の深度による｡すなわちホ

ス ト国が開放経済に移 り,輸入自由化という浅い地域統合に踏み切ることは,参加=司がお互に市場

(需要)を提供 しあうことになり,規模経済の得られる国際分業を開くことになる｡直接投資を受け

いれる程に統合度を深めれば,生産方式や生産組織 ･環境を改革し,社会的規模経済の実現をより大

きなものにすることになるのである｡

さて雁行形態は,新製品の輸入-生産-輸出というcatch-upのプロセスを究明するものであった｡

自国の生産環境に適するよう種々の改善も加えられた｡そして最小最適規模生産を達成し,急速に輸

出拡大ができるようになれば,catch-upprocessはその財については修了 (卒業)したことになる｡だ

がpost-catch-upの状況においてどうするかについては,雁行形態論は十分に考慮してはいなかった()0)Oそ

こからは内生的成長 (endogeneousgrowth)(次を見よ｡BarroandSala-i-Martin1995)に転ずる,或い

は転進すべきであると言わざるをえない(ll)0 posトcatch-up国が海外直接投資に進出するというのが

一つの更なる発展方向であるoそこに雁行形態の国際的伝播が生ずる｡それを段階的順次的工業化の

線に沿って行えというのが,海外直接投資の小島理論なのである｡それは雁行形態論の延長線上にあ

るのである｡

日本に続いてNIEsが catch-up雁行形態を卒業し,直接投資へ進出する産業セクターが順次増えて

きた｡事実東アジア域内での開発途上匡l相互間の直接投資が重要な役割を演ずるようになったOさら

に後発国は日本だけをリーダーとするのでなく,米国からも欧州同盟 (EU)からも直接投資を受け

いれ,それらを輸出市場として開拓することが有利である｡それ故 ｢開かれた地域主義｣の立場をと

った方がよい｡

こうなるといったいアジア太平洋地域内全体の分業 ･貿易構造はどうなるであろうか｡それを理論

的に構想することは不可能である｡市場メカニズムに沿った多国籍企業の創意がその担い手になると

いうほかない｡発展段階差に基づく比較生産費差が存在する財については,その格差を活用する分業

と貿易が拡大されよう｡しかし発展段階差が消滅した商品を生産する国の間では,私の言う ｢合意的

分業｣が重要になってくるわけである｡部品調達やアセンブリーといった生産工程分業の問題もある｡

地域統合の動態的利益 (社会的規模経済の実現)に立帰って,多国籍企業が合理的行動を取ることが

望まれる｡そういう環境を提供 ･整備するのが,地域統合の制度の課題なのである｡

5.APECtWTO

以上のような理論的考察を背景にして,APEC (アジア太平洋経済協力)の将来,ならびにグロー

バルな匡l際通商秩序の在 り方について,本稿の一つの結論として,私見を述べておきたい｡
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APECの第 1の特徴は,それが緩い (soft)地域統合組織であるということである (菊地努,1995

を見よ)｡すなわち,域内貿易 ･投資の自由化方策や経済開発の協力政策を立案し討議するフォーラ

ム (話し合いの場)であって,交渉の場ではない｡コンセンサスによる決定を重んじるが,それを強

制したり,違反した場合に罰するというわけでもない｡1999年に共通通貨ユーロを使うところまで進

展 したEU (欧州同盟)とか,1994年に発足したNAFTA (北米自由貿易協定)のような固い制度的

(institutional)統合ではない｡自由な市場メカニズムを整備しそれによって経済発展を促進するため

の機能的 (functional)統合,或いはmarket-drivenintegrationにすぎない｡

｢緩やかな統合｣の必要性は,アジア太平洋地域の多様性に基づ く｡匡lの大きさ,経済発展段階,

所得水準が大いに異なる国々 (現在21カ国)が参加している｡政治体制,法秩序,慣習,文化 思想,

宗教などまことに多様性に富んでいる｡とくに,太平洋先進5カ国グループと東アジアの開発途上国

グループの間には大きな発展段階格差がある｡wTOでも取扱いが困難な南北問題を内包している｡

｢横やかな統合｣しかやりようがない｡

雁行形態的発展論は一つの発展段階説であり,地域諸国の多様性を前提においている｡各国に適し

た貿易 ･投資自由化の程度とスピードを取ればよいとする｡この点で画一的な性急な自由化を強要す

る米国と対立してくる｡また自由化は自国の利益になるからやるのであり,相手国の態度のいかんに

かかわらず,一方的 (unilatera))自主的に進めればよい(12)｡ただ他の諸国のさまたげにならないよ

う協調的 (concerted)にやる｡米国の要求するような相互主義 (reciprocity)に基づく門戸開放強要に

は応ぜられない｡隣国からの peerpl･eSSul･e(友人としての説得)に従って推進すると,束アジア諸国は

主張する｡ここに,米国対束アジア諸国という｢二つのAPEC｣の対立が問題として浮かび上ってくる｡

かかるAPEC内の溝は,マハティール ･マレーシャ首相が,1991年にEAEG (後にEAEC)｢東アジ

ア経済会議｣を提唱したことではっきりした｡それは米国,カナダ,豪州,ニュージーランドという

アングロ ･サクソン四国を疎外し,ASEAN諸国,中国 (台湾を含む),韓国を招き,日本の参加を期

待したものである｡

米,狗,日の三極体制,或いはNAFTA,EU,東アジアというtriad(三極)秩序を構想するとなる

とAPECの制度化が必要になってくる｡また先進国は2010年,開発途上国は2020年までに自由化目標

を達成すると,その後はどうなるのかとの疑問がもたれているO私はAPEC全体の制度化は不可能で

あり,APECはいくつかの制度的機構に分裂するのでないかと懸念している｡

先ずASEAN (10カ国に拡大,1999.4)は制度的統合に進むであろう｡事実1993年にAFTA

(ASEAN自由貿易地域)協定を締結し2005年に域内貿易自由化を完成するとしている｡そのリーダー

を誰が努めるかも問題だが,東アジア経済全体のリーダーシップをASEAN或いはそのうちの一国が

取るわけにはいくまい｡巨大な中国が台頭してきたからである｡

12億の民を擁する巨大な中国は,1979年の門戸開放,市場経済化以来,急速な成長を遂げ,市場為

替レー トでなく購買力平価で見るとそのGDP総額は米国を上回ったとさえ言われる｡香港返還と同

じ方式で台湾を吸収することになろう｡さらに広くASEAN地域に散らばっている多数の富裕な華僑

との事実上の連帯関係は強い｡したがって中国経済圏といった単独の統合を推進すればよい｡中国は

東アジア全体の制度的統合に深入りする段階ではなさそうである｡
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韓国は,最近も提案が出されているように,日本との制度的統合 (自由貿易地域 :PTA)を欲して

いよう｡それは実現するかもしれない｡だが対米依存関係の強い日本は (そして韓国も),束アジア

経済圏といった制度的統合に入りこむわけにはいくまい｡むしろ現在のAPECのような緩い統合によ

って事実上の統合の深化をはかることが望ましい(13)｡貿易 ･投資の自由化措置をwTOに登録するこ

とによって,すなわち米国をでなくwTOをハブ (車の軸)とすることによって,グローバル通商秩

序の中にそれぞれ対等な一員として参加すればよいのであるOこのことはASEANにも中国にも当て

はまることである｡

APECのもう一つの特徴は ｢開かれた地域主義 openregonalism｣を目ざしていることである｡すな

わちAPEC内ででき上る自由化措置 (関税譲許など)を域外諸国に対しても無条件の最恵国待遇ベー

スで適用するようwTOへ登録するのである｡これを ｢APEC方式の自由化｣と言おう｡日･豪をはじ

め東アジア諸国が主張している｡これに対し米国は,APEC内で行った自由化と同様な自由化を行っ

た域外諸国に対 してのみ条件つきで最恵国待遇を適用する (かりにNAFTA方式の自由化と言う)こ

とを強く主張する｡ここにも ｢二つのAPEC｣の対立が見られる｡そのような ｢タダ乗り｣を許さな

い相互主義に基づく交渉によってのみグローバルな自由化が推進できると米国は考える｡またそのよ

うな域内優遇措置が地域統合へ加盟するインセンテイヴとして必要だと考えるのである｡

APEC方式を主張するマジョリティ ･グループは,1996年から発足したASEM (アジア欧州会議)

を通ずるEUへの接近のように,欧州も米州も,東アジアへの投資 ･技術の供与者として,また輸出

品の吸収者として,APECの活動拡大に自由に積極的に参加してくれる方が望ましいのである｡むし

ろEUもNAFTAも開かれた地域主義に転換し,域外諸国をも無条件に最恵国待遇するよう,APEC方

式の自由化に踏み切ってほしい｡そうすればwTOを車軸とするグローバルな自由貿易投資体制が一

挙に形成される(14)｡しかしそれは120カ国を越える巨大なwTOにおいては,貿易 ･投資の自由化ル

ールの確立と実施といった浅い統合に限られざるをえないであろう｡このWTO秩序には,EU,

NAFTA,APECなども地域統合体として参加するのでなく,各国はすべて独立国として全く対等なパ

ートナーとして参加するのである｡

深い経済統合に進み,経済体質のリフォームを国際協力で (とくに多国籍企業の直接投資活動を通

じて)敢行 し,雁行型発展の国際的伝播を実現するという動態的発展効果こそ地域経済統合のより大

きな目標である｡そういうねらいは,お互に熟知した隣接国の間でのみ実行 しうる｡かかる動態的効

果の実現はwTOではなく,いくつかの地域統合に任かせるべきである｡そういうwTOと各地域統合

の役割分担が必要である｡また各地域統合は域外に対しても無差別なオープンなものにするのである

が,それぞれの地域の最も重要な開発プロジェクトを優先して取上げることになる｡そこに地域統合

へ参加するインセンテイヴが存在するのである(15)｡

* 一橋大学名誉教授

注

(1) 通産省 (1996),青木健･馬田啓一編著 (1998)第11章を見よ｡
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(2) shallowvs,deeperintegrationという用語はLawrenceet.al.(1996)による｡

(3) 次を参照｡小島晴 (1967,1981p.275以下)

(4) 解説を簡明にするために,需要曲線の弾力性は両国で同一であると仮定し,供給曲線だけで順転換利益

の発生を論じてきた｡需要側の相違をもとり入れるには超過供給- (輸出)曲線で判断すればよい｡図 4

のパネル (ロ)に,D′点から始まる右上りのH国の超過供給 (-輸出)曲線 xH を措くことができる｡こ

の XH曲線はp国の Xpよりも上方にあり (割高であり)かつ勾配が急である｡したがって図示の X｡線が

比較優位を持つと言えるのである｡

(5) ｢フェアドーンの法則｣(verdoorn,P.∫.,1988)がイギリスの新古典派において重視されている (次を参

照 :McCombieandThirlwall,1994;小島晴,1998C,1999a)｡この法則は,成長の急速な部門ほど,社会

的規模経済をより大きく実現し,生産性を高める傾向があるとするものであるD

また成長会計論 (growthaccounting)(小島清1998Cを見よ)において残差として計測される仝要素生産

性 (totalfactorproductivity)は,ここで見出した社会的規模経済に基づく生産性の向上に他ならない｡

(6) 通常の逓減コスト関数は,AC-a/x+bである｡a,b-constantとすると,a/xが無限にbに接近すると

いう直角双曲線になるOこれにMOSという限界点を入れたのがわれわれのコスト関数である｡

(7) 図8のSq点 (或いは次のSβ点)は不安定均衡のように見えるQ実はそうではない.均衡点は図7のSa

(或いはSβ)点で水平のコンスタントAC-MC線と需要曲線が交わることになり,均衡は安定的である｡

(8) 次を見よoPekkaKorhonen(1998);小島晴 (1999b);TheWorldBank(1993)｡

(9) 赤松博士 (1974,p.165)はこう言う｡雁行形態というのは ｢いくつかの意味をもつのであるが,一つの

共通的な意味は後進産業国あるいは新興産業国の産業が先進産業国の産業を摂取し,それを追跡しつつ発

展するばあいに一般的に成立する発展法則を指すのであるO｣それ故私 (小島)はハーバード大学 vernon

教授の productlifecycle(Vernon,1966)に対比し,catching-upproductcycleと呼んだのである (Kojima,

1978,p.65)｡たしかに ｢追い上げプロセス｣の解明である点に雁行形態の最大の特色がある｡だが catch-

upしてからの発展はどうなるのかという問題が残される｡これが今後,雁行形態論を修正 ･補強したい

点である｡

赤松博士は次のようにも言う (1974,p.174)0｢雁行形態と名づけたのは,秋の月夜に雁が列をなして飛

んでゆくとき,山形の列をなし,その列が二つ三つ交錯して飛んでゆくようなイメージが,わたくLにあ

ったためである｡英文では wildGeeseFlyingPat【em と書き雁が秋に北方から飛んでくるときV字形の逆

の形をとると説明した｡｣

(10) BernardandRavenhill(1995)とかシュレスタ (1996)が,韓国や台湾の電子産業などにおいて ｢雁行形

態からの離脱｣が生じており,その発展は多国籍企業の戦略によってより良く説明できるとしている｡私

はそれは当然のことであると肯定したい｡ただその多国籍企業戦略とはいかなるタイプのものであるかが

問われねばならなくなる｡私自身は小島理論 (順貿易志向的海外直接投資モデル)を提供しているのであ

る (Kojima1978,小島清1989)0

なお,1993年の日本のバブルの崩壊,1997年7月以来タイから始まった通貨 ･金融危機を契機に,雁行

形態論は誤りであった,雁は墜落したとの批判が出ている｡私はそう思わない｡工業化のキャッチアブ ･

プロセスにつき雁行形態論に代るより優れたモデルは見出せないからである｡危機の原因は巨大な短期資

金の急激な流出入 その投機行動にある｡したがって雁行形態論もキャッチアブ ･プロセスの金融的側面

の解明に進まねばならない (例えば oZaWa,1998を見よ)Cと同時に,ホットマネーの大量移動をコント

ロールする国際通貨体制の整備が急がれてならない｡

(ll) 海外直接投資の導入 (受けいれ)は,経済発展のきっかけになり強力な牽引力になるけれども,経済発
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展動力のすべてではなくそのごく一部にすぎない｡経済発展は本栄,貯蓄を高めそれを資本形成に投資し

ていくことが中軸になる｡また自らの技術進歩も必要である｡内生的成長つまり自力経済発展が中核にな

らねばならない｡東アジア諸国 (中国を含め)は既にその段階に来ている｡沿海都市だけでなく内陸部の

開発や,農業,流通部門,裾野産業などは,自力経済発展によるべきである｡外資に依存しすぎてはなら

ない｡外資は,進んだ技術を導入するため,外国市場を開拓するため,或いは出超を稼ぐためとかに限る

べきである｡外資への過大依存が,多国籍企業帝国による支配をもたらすようなことがあってはならない

(次を参照｡Hymer,1972)｡多国籍企業の将来といった問題も究明してみなければならない｡

(12) 私はfairweatherrule方式を提案している｡小島清 (1994)p.153ff.0

(13) APECは,貿易 ･投資の自由化 (先進国は2010年,開発途上国は2020年を目標とする)を推進するだけ

でなく,いくつかのビジネス円滑化,インフラ整備,経済 ･技術 ･通貨協力の強化などによって deeper

integrationを着実に推進しつつある｡

(14) TransatlanticEconomicPaTtnerShipといった米国とEU,さらにAPECとの連携の問題が議題に上ってきた｡

次を見よ｡Elek1998;Eichengreen19980

(15) 追記O脱稿後次の一書を入手したoUwewalz(1999),DynamicsofRegionalIfuegration,Physica-Verlag,

Heidelberg｡私の着想と同様に,地域統合の動態的効果を強調 している｡注目に値する｡

参照文献

Akamatsu,Kanamel1961]̀ATheoryofUnbalancedGrowthintheWorldEconomy',WeltwirtschajilichesArchiv86,

No.1.

Akamatsu,Kanamel1962]'AHistoricalPatternofEconomicGrowthinDevelopingCountries',TheDeveloping

Economies,1(March-August).pp.1-23.

赤松 要 [1974]『金廃貨と匡l際経済』東洋経済新報社｡

青木 健 ･馬田啓一編著 [1998]『wHOとアジアの経済発展』日本経済新聞社｡

Balassa,B.[1961]TheTheoryofEconomicIntegrationJrwin.

Balassa,B.[1967]'TradeCreationandTradeDiversionintheEuropeanCommonMarket',EconomicJournal,Vol.77.

Barro,RobertJ.andXavierSala-i-Martinl1995]EconomicGrowth,McGraw-Hill,NewYork.

Bergsten,C.FredandMarcusNoland(eds.)[1993]PacljicDynamismandtheInternationalEconomicSystem,Institute

forIntemationalEconomics,Washington.

Bernard,MitchellandJohnRavenhilll1995]'BeyondProductCyclesandFlyingGeese:Regionalization,Hierarchy,and

theIndustrializationofEastAsia',WorldPolitics,Vol.47,No.2(January).

Cooper,C.A.andB.F.Massell[1965]'ANewLookatCustomsUnionTheory',EconomicJournal,Vol.75.

Deniau,J.F.[1960]TheCommonMarket,ItsStructureandPurpose,London.(野田早苗訳 『共同市場』白水社,1959)o

Drysdale,P.,A.ElekandH.Soesastrol1998]'OpenRegionalism:TheNatureofAsiaPacificIntegration',inDrysdale,P

andD･Vinesl1998]Europe,EastAsiaandAPECIASharedGlobalAgenda?CambridgeUneversityPress,Cam-

bridge.

Eichengreen,Barry(ed.)[1998]TransatlafuicEconomicRelationsinthePost-ColdWarEra,ACouncilonForeignRela-

tionsBook.

E1-Agraa,AliM.[1997] EconomicIntegrationWorldwide,Macmillan,London.

Elik,Andrew[1998]̀OpenRegionalismGoingGlobal:APECandtheNewTransatlanticEconomicPartnership',AJRC,

PacIPcEconomicPapers,No.286(December).

34



匡l際経済 投稿第5号,1999,ll-37

Ethier,WilfredG･[1998]'RegionalisminAMultilateralWorld',JournalofPoILlticaLEcoIWmy,(December).

Garnaut,Rossl1996]OpenRegionalismandTradeI,iberalization,InstituteofSoutheastAsianStudies,Singapore.

Grossman,GeneM.andElhananHelpmanl1991]InnovationandGrowth,TheMITPress,Cambridge.(大住圭介監訳

『イノベーションと内生的経済成長』創文社,1998.)

Hymer,Stephen【1972]｢米多国籍企業と日本一太平洋の戦い｣中央公論経営問題 (春季号)｡

岩田謙介 (1998)｢合意的国際分業論の研究｣明治大学経済学研究論集第9号｡

Johnson,HIG.[1958]'TheGainsfromFreeTradewithEurope:AnEstimate',ManchesterSchool,Vol,26.

Johnson,H,G,[1965]'AnEconomicTheoryofProtectionism,TariffBargaining,andtheFormationofCustomsUnions',

Joun7alofPolilL-COLEconomy,Vol.73.

外務省経済局 [1998]『世界的な地域経済統合の動向と我が国の対応』うち他聞 誠 ｢グローバリズムとリー

ジョナリズム｣｡

菊地 努 [1995]『APEC:アジア太平洋新秩序の模索』日本匡l際問題研究所｡

小島 清 [1952]『国際経済理論の研究』東洋経済新報社｡

小島 清 [1957]『外国貿易 ･新版』春秋社 (五訂,1981)0

小島 清 [1967]『増補 確 Cの経済学- 合意的国際分業原理- 』日本評論社｡

Kojima,Kiyoshil1978]DirectForeignInvestment:AJapaneseModelofMultinationalBusl'nessOperatt'ons,Croon

Helm,London.

小島 清 [1980]『太平洋経済圏の生成』世界経済研究協会｡

小島 清 [1989]『海外直接投資のマクロ分析』文其堂｡

小島 清 [1990a]『続 ･太平洋経済圏の生成【文真堂｡

小島 清 [1990b]『多国籍企業の内部化理論【池間誠 ･池本清編 『匡l際貿易 ･生産論の新展開』文畳堂｡

Kojima,Kiyoshil1992]'Internalizationvs･CooperationofMNC'sBusiness',HitoTsubashiJournalofEconomics,

Vol.33,No.1(June).

小島 清 [1992･93]｢オープン･リージョナリズム 上 ･下｣世界経済評論 (lュ月,1月)0

小島 清 [1994]『応用国際経済学- 自由貿易体制- 』文英堂｡

小島 清 [1996]『開放経済体系』文展堂｡

小島 清 [1997a]『直接投資主導型経済成長- 東アジア経済の将来- 』世界経済評論 (3月)0

小島 清 [1997b]『リカァドオの匡l際均衡メカニズム- 匡l際貿易理論の ｢供給説｣- 【駿河台経済論集第

7巻第 1号 (9月)O

小島 清 [1998a]『東アジア経済の再出発- 直接投資主導型経済発展戦略の評価- 』世界経済評論 (1月)｡

小島 清 [1998b]｢需要説貿易理論- ∫.S.ミル,マーシャル,新古典派- ｣駿河台経済論集第7巻第2号

(3月)｡

小島 清 [1998C]『供給説経済成長論- 新古典派の開放経済体系- 』駿河台経済論集第8巻第 1号 (9月)0

Kojima,Kiyoshil1998d]̀DemandMultiplierversusSupplyMul(iplierinanOpenEconomy',国際基督教大学社会科

学ジャーナル,第38号 (10月)0

小島 清 [1998e]｢東アジアの雁行型経済発展- 成功と再構成- ｣世界経済評論 (11月)0

小島 清 [1999a]｢需要説経済成長論- 匡l際収支の壁- ｣駿河台経済論集第8巻第2号 (3月)0

小島 清 [1999b]｢レビュー .アーティクル アジア太平洋の経済統合｣世界経済評論 (4月)｡

小宮隆太郎 [1999]『日本の産業 ･貿易の経済分析』東洋経済新報社,第3章｡

Kosai,YutakaandTho,TramVant1994]̀JapanandIndustrializationinAsia:AnEssayinMemoryofDr･SaburoOkita',

35



小島清 :地域統合の経済学

JournalofAsianEconomies,Vol.5No･2･

Korhonen,Pekkal1994]JapanandThePacljicFreeTradeArea,Routledge,London･

Korhonen,Pekkal1998]JapanandAsiaPacIJicIntegration.･PacljicRomances1968-1996,Routledge,London.

Lawrence,RobertZ.,AlbertBressandandTakatoshiI一o[1996]AVisionfortheWorldEconomy,BrookingsInstitution,

Washington,D.C.

Linder,S.B.[1961]AnEssayonTradeandTransformation,JohnWiley,NewYork.

S.ち.リンダ-著,小島 清 ･山沢逸平訳 [1964]『国際貿易の新理論』ダイヤモンド社｡

Lipsey,R.G.[1957]̀TheTheoryofCustomsUnions:TradeDiversionandWelfare',EcofWmica,Vol.24･

Lipsey,R.G.[1960]'TheTheoryofCustomsUnions:AGeneralSurvey',EconomicJournal,Vol･70･

McCombie,J.S.L.andThirlwall,A.P.[1994]EconomicGrowthandBalance-of-PaymentsConstraint,Macmillan,Lon-

don.

Marshall,Alfredl1920]PrincipleofEconomics,8thed:Macmillan,London,p.225ff.

Meade,J.E.[1956]TheTheoryofCustomsUnions,NorthHollandPub.Co.

Robson,Peter(ed.)[1971]InternationalEconomicIntegration,PenguinModernEconomicsReadings,Harmondsworth,

England.

Robson,Peterl1980]TheEconomicsofInternationalIntegration,GeorgeAllen&Unwin,Boston.

Scitovsky,T.[1958]EconomicTheoryandWesternEuropeanIntegT.ation,StanfordUniversityPress.

シュレスタ,M.L.[1996]『企業の多国籍化と技術移転- ポスト雁行形態の経営戦略- 』千倉書房｡

周 牧之 [1997]『メカトロニクス革命と新国際分業- 現代世界経済におけるアジア工業化- 』ミネルヴ

ァ書房｡

Smith,Adaml1776]InquiyyintotheNatureandCausesoftheWealthofNations,Strahan&Caddell,London.

田中武意 [1998a]『発展途上国地域経済統合と合意的匡l際分業』同志社社会科学第60号｡

田中武憲 [1998b]『発展途上国工業化における雁行形態- 雁行形態離脱論と韓国半導体産業におけるNIES

化の特質- 』同志社経済学論叢第30巻第3号｡

田中薫香 [1991]『EC統合の新展開と欧州再編成』東洋経済新報社｡

通産省 [1996]『平成 8年版通産自書 ･総論』大蔵省印刷局｡

トラン･ヴァン･トウ [1999]『アジアの産業発展と多国籍企業』輸銀海外投資研究所報25の2(3/4月)0

OECDl1998]OpenMarketsMatter..TheBenePtofTradeandInvestmentL･iberalisation,Paris.

Ozawa,Temtomo〔1993]"ForeignDirectInvestmentandStructuralTransfomation:JapanasaRecyclerofMarketand

lndustry",Business&CofuemPOraTyWorld,Vol.V No.2(Spring),pp.1291150.

Ozawa,Terutomol1996]"ProfessorKogima'S'TradeAugmentation'Principleandthe'FlyingGeese'ParadigmofTran-

demGrowth",SurugadaiEcofWmicStudies,Vol.5No.2(March),269-296.

Oazwa,Terutomo[1998]̀TandemGrowthandCrisis:DidEastAsiaEmulatetheJapaneseModelofFinance?'Paper

presentedattheThirdSouthChinalntemationalBusinessSymposium,November23-26,1998,Macao･

Verdoom,P.∫.[1988]̀Appendix:FactorsThatDeteminetheGrowthofLabourProductivity',DJronmonger,∫.Perkins

andT.Hoa(eds.),NationalIncomeandEconomicPl･OgreSS:EssaysinHonourofColinClark,Macmillan,London.

Vernon,Raymondl1966]'IntemationalInvestmentandIntemationalTradeintheProductCycle',QuarterlyJournalof

Economics(May).

Viner,Jacobl1950]TheCustomsUnionIssue,CamegieEndowmentforIntemationalPeace,NewYork.

TheWorldBankl1993]TheEastAsianMiracleIEconomicGrowthandPublicPolicy,OxfordUniversityPress.

36




